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幼稚園 小学校 中学校 小計 高等学校 合計
公立 　64万円 308万円 229 万円 　601万円 　252万円 　853万円
私立 147万円 623 万円 525 万円 1295 万円 　479万円 1774 万円




国立 私立 私立 私立
文系 理系 医歯系（6年間）
大学 　　492万円 　　604万円 　　720万円 2965 万円
国立との差 　　　　0 　　112万円 　　228万円 2473 万円
国立 私立 差額
　自宅 　　418万円 　　687万円 　　269万円


























































































































































































表 5．ひとり親（片親 ) 世帯の子どもの貧困率
　　　　トルコ　（2002）　　　　　　58.5％
　　　　　　日本（2000）　　　　　　57.3％
　　アイスランド（2000）　　　　　　55.0％
　　　　アメリカ（2000）　　　　　　49.5％
　　　　　カナダ（2000）　　　　　　42.0％
　　　　イギリス（2000）　　　　　　40.5％
　オーストラリア（1999）　　　　　　39.0％
　　　　メキシコ（2002）　　　　　　35.0％
　　　ポーランド（2000）　　　　　　34.5％
OECD24カ国平均（1999）　　　　　　32.5％
　　　　　ドイツ（2001）　　　　　　31.5％
　　　　フランス（2000）　　　　　　27.5％
　　　　イタリア（2000）　　　　　　27.0％
　　　　　チェコ（2000）　　　　　　22.0％
　　　　ギリシア（1999）　　　　　　20.0％
　　フィンランド（2000）　　　　　　10.0％
　　スウェーデン（2000）　　　　　　　9.5％
　　　デンマーク（2000）　　　　　　　8.0％
（注）ひとり親世帯（片親世帯）での貧困率。子どもの貧困率は、同
一の家族構成の下で中位可処分所得の 50％未満世帯に所属す
る 17歳以下の子どもの比率（％）
（出典）『図表でみる世界の社会問題』（OECD 編著、明石書店刊、
2006 年）
の制度は、各地方自治体によって大きな差が認められる。
つまりわが国では、貧困家庭の居住する場所によって、機
会均等が大きく違いが認められるのである。
○学力の国際比較
　OECD では世界の15歳児童を対象に学習到達度（学
力）に関して実際にテストを行う調査を3年ごとに行って
いる。OECD における学習到達度調査での日本の順位は、
2003年度（2000年度）では、読解力14位（8位）、数学的
リテラシー6位（1位）、科学的リテラシー2位（2位）、問
題解決能力4位（実施せず）であった。日本の順位は、読
解力と数学的リテラシーの2部門において大きく順位を下
げている。この結果により、文部科学省は、「ゆとり教育」
から「学力重視路線」へと方向転換を余儀なくされた。し
かし、ひとたび緩んだ箍を再び締めなおすことはなかなか
用意ならざることである。学力重視路線への変更は、公財
政による教育投資の増大に繋がらず、親への教育投資への
負担を増大させている。その結果、わが国においては、親
の経済力が子どもの学力に少なからず影響を与えるという
結果を引き起こしている。
○公財政による教育費支出の国際比較
　OECD 加盟国が、2002（平成14）年に初等中等教育（小・
中・高の教育）で、児童生徒一人当たりにどれくらいの公
財政支出を行ったかを、みると表6の通りである。
　表6を見ると日本の支出額は、OECD の平均額を僅かに
上回るだけであり、ノルウエー、デンマーク、スウェーデ
ン等の北欧の国々の公財政支出が多いことが分かる。
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表 6．生徒一人当たりの公財政支出教育費
　　　ノルウエー　　　　　　8,562
　　　オーストリア　　　　　7,935
　　　アメリカ　　　　　　　7,837
　　　デンマーク　　　　　　7,718
　　　スイス　　　　　　　　7,278
　　　スウェーデン　　　　　7,244
　　　イタリア　　　　　　　7,242
　　　アイスランド　　　　　7,062
　　　ベルギー　　　　　　　6,871
　　　フランス　　　　　　　6,610
　　　フィンランド　　　　　6,180
　　　日本　　　　　　　　　6,016
　　　ポルトガル　　　　　　5,882
　　　オランダ　　　　　　　5,845
　　　OECD平均　　　　　　5,643
　　　ドイツ　　　　　　　　5,270
表 7．学生一人当たり公財政支出教育費（2002 年）
　　　デンマーク　　　　　　14,864ドル
　　　スウェーデン　　　　　14,144ドル
　　　ノルウエー　　　　　　13,231ドル
　　　オーストリア　　　　　11,402ドル
　　　フィンランド　　　　　11,333ドル
　　　ベルギー　　　　　　　10,336ドル
　　　オランダ　　　　　　　10,232ドル
　　　ドイツ　　　　　　　　10,075ドル
　　　アメリカ　　　　　　　		9,286ドル
　　　イギリス　　　　　　　		8,512ドル
　　　アイルランド　　　　　		8,416ドル
　　　OECD平均　　　　　　		8,322ドル
　　　フランス　　　　　　　		7,950ドル
　　　アイスランド　　　　　		7,888ドル
　　　イタリア　　　　　　　		6,788ドル
　　　ハンガリー　　　　　　		6,457ドル
　　　ポルトガル　　　　　　		6,364ドル
　　　スペイン　　　　　　　		6,119ドル
　　　オーストラリア　　　　		6,047ドル
　　　チェコ　　　　　　　　		5,457ドル
　　　日本　　　　　　　　　		4,862ドル
　　　ギリシャ　　　　　　　		4,712ドル
　　　メキシコ　　　　　　　		4,313ドル
　　　スロバキア　　　　　　		4,052ドル
　　　ポーランド　　　　　　		3,860ドル
　　　韓国　　　　　　　　		　　901ドル
○高等教育
表 7．学生一人当たりの公財政支出教育費（2002 年）
　　　デンマーク　　　　　　14,864ドル
　　　スウェーデン　　　　　14,144ドル
　　　ノルウエー　　　　　　13,231ドル
　　　オーストリア　　　　　11,402ドル
　　　フィンランド　　　　　11,333ドル
　　　ベルギー　　　　　　　10,336ドル
　　　オランダ　　　　　　　10,232ドル
　　　ドイツ　　　　　　　　10,075ドル
　　　アメリカ　　　　　　　		9,286ドル
　　　イギリス　　　　　　　		8,512ドル
　　　アイルランド　　　　　		8,416ドル
　　　OECD平均　　　　　　		8,322ドル
　　　フランス　　　　　　　		7,950ドル
　　　アイスランド　　　　　		7,888ドル
　　　イタリア　　　　　　　		6,788ドル
　　　ハンガリー　　　　　　		6,457ドル
　　　ポルトガル　　　　　　		6,364ドル
　　　スペイン　　　　　　　		6,119ドル
　　　オーストラリア　　　　		6,047ドル
　　　チェコ　　　　　　　　		5,457ドル
　　　日本　　　　　　　　　		4,862ドル
　　　ギリシャ　　　　　　　		4,712ドル
　　　メキシコ　　　　　　　		4,313ドル
　　　スロバキア　　　　　　		4,052ドル
　　　ポーランド　　　　　　		3,860ドル
　　　韓国　　　　　　　　　		　910ドル
　表7は OECD 加盟国が、2002年に短大・高専・大学・
大学院の学生一人当たりにどれくらいの公財政支出を行っ
たかを示したものである。日本の支出額は、4,862ドルと
OECD 平均（8,322ドル）よりも、3,460ドル（平均値の42％）
も少ない。デンマーク、スウェーデンでは14,000ドルを超
えており、実に日本の3倍近い額を支出している。
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　日本の公財政の教育支出の割合が低いことは、近年の教
育環境に大きな影響を与えている。バブル経済が破綻した
以降のわが国の教育関連予算の削減とともに、国立大学の
独立行政法人化、教育関連支出の大幅な削減は、若手研究
者の海外流失にも繋がっている。それを如実に示している
ものが、高等教育費の公費負担率の少なさである。高等教
育費にかかる費用のうち、公費の負担割合を比較してみる
と、スウェーデンが80.81％、フィンランドが63.69％、オ
ランダが57.36％、ベルギーが43.91％、オーストリアが
34.30％、ドイツが33.42％、フランスが31.26％、イタリ
アが28.49％、カナダが26.40％、オーストラリアが21.33％、
アメリカが20.91％、イギリスが17.48％、ニュージーラン
ドが14.80％であるのに対して、日本はわずかに13.15％で
OECD 加盟国の中では最低である。以上からわが国の教
育関連費用の異常な低さとそれに対応する親の経済力の格
差が問題となる。
　OECD 加盟国の大学授業料の国際比較をしてみると、
（2003～04年度）アメリカが4,587ドル、オーストラリア
が3,781ドル、日本が3,747ドル、韓国が3,623ドル、ニュ
ージーランドが2,538ドル、スイスが1,132ドル、イタリア
が983ドルポルトガルが868ドル、スペインが801ドル、オ
ーストリアが800ドル、フランス462ドル、ハンガリーが
351ドル、これに対して、チェコ、デンマーク、フィンラ
ンド、アイスランド、ノルウエー、スロバキア、スウェー
デンでは大学の授業料は無料である。高等教育費に占める
大きな部分は授業料である。日本の場合、国立大学の授
業料は平均で496,800円、私立大学では804,367円となって
いる。日本の大学生の割合は国公立が24.9％、私立大学が
75.1％であるから、私学比率の高い日本では教育費の負担
が家計に大きな影響を与えていることが分かる。このこと
より、日本においては高等教育における公的負担の割合が
少なく、教育費の多くを個人の負担に依存するという状況
が読み取れる。とりわけ、大学教育における公的負担の割
りあいについては世界で最低の水準である。日本のこのよ
うな状況に対して、ユニセフは高等教育を無償にすること
を目標に掲げ、その目標に向かうことを「国際人権規約」
の中で謳っている。しかし、日本は1979（昭和54）年国際
人権規約を批准していながら、その中の社会権規約のなか
の無償教育に向けて努力をするという項目については未だ
に留保している。その後も、日本はユニセフから高等教育
の私費負担の軽減を勧告されながら問題を放置するのみな
らず、国立大学の独立法人化による公費負担の軽減、私立
大学への私学助成金の引き下げがたたみかけている。
　親の経済力の弱さは、単に学校教育のみならず、子ども
や家庭の教養・文化費の少なさにも影を落としている。文
化国家を標榜するのであれば、せめて子どもたちの教育の
機会の平等を図るべきだろう。教育費の幼稚園から大学・
大学院までの無償化。海外への留学制度の充実等が国家指
針として明確に示されてもよいのではなかろうか。
○まとめ
　近年の日本の若者の学力は、国際的にみても間違いな
く低下している。2002年から始まった「ゆとり教育」は、
教育費の公費負担を削減し、親の責任に転嫁した。そのた
めに、公教育にしか頼れない階層の人々には、教育を通し
て社会階層を上昇させるというメカニズムから除外された
人々には、貧困の再生産につながり、格差の固定化に繋が
る。「学習指導要領」の改訂は勿論必要ではあるが、今日
本において求められるのは教育の建て直しに積極的な教育
投資を国が行うことが求められる。
表 8．公財政の教育支出対GDPの比較
　　　デンマーク　　　　　　8.4％　
　　　スウェーデン　　　　　7.5％
　　　ポルトガル　　　　　　7.0％
　　　アイスランド　　　　　6.6％
　　　フィンランド　　　　　6.5％
　　　ベルギー　　　　　　　6.4％
　　　ノルウエー　　　　　　6.2％
　　　フランス　　　　　　　6.0％
　　　オーストリア　　　　　5.7％
　　　ルクセンブルク　　　　5.5％
　　　イギリス　　　　　　　5.0％
　　　イタリア　　　　　　　4.9％
　　　アメリカ　　　　　　　4.9％
　　　オランダ　　　　　　　4.9％
　　　アイスランド　　　　　4.3％
　　　スペイン　　　　　　　4.3％　
　　　ドイツ　　　　　　　　4.2％
　　　日本　　　　　　　　　4.1％
　　　ギリシヤ　　　　　　　3.2％
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